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業務の適正を確保するための体制
（会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項）

【内部統制に関する基本方針】
当社の内部統制は、創業精神を明文化したものとしての経営理念及び社是にその基本を置いてお

ります。即ち、当社の経営理念は「生活者の日常の消費生活をより豊かにすることによって、地域文
化の向上・発展に寄与する」ということであります。一企業として単に儲かればいいという収益を追
求することだけではなく、その事業をとおして、食生活を中心とした地域の生活者のより豊かな生活
の実現、延いては地域文化の向上・発展に寄与せんとする高い志を持つと同時に、社是において「明
朗なる人生こそ明朗なる店をつくる」と謳い、会社経営の基本に「明朗さ」を置き、嘘やごまかしの
ない正直な商売・透明で健全な経営を第一義としております。
以上を踏まえて、平成27年５月１日施行の会社法第362条第４項第６号に規定する「取締役の職

務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定
める体制の整備」及び金融商品取引法で規定された「財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する
体制の整備」について、以下のとおり定めております。
なお、本方針は、会社法及び会社法施行規則に基づき、2006年５月１日の取締役会において決

議・制定し、その後過去６回、直前は2020年２月10日の取締役会において一部改定しました。
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（1）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制（会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第４号及び同第５号ニ）
① コンプライアンス全体を統括する組織として、コンプライアンス委員会を設置し、事務局とし

てコンプライアンス室を設置する。
② コンプライアンス委員会は、社長が主宰し、コンプライアンスに関する諸規程・諸制度の制
定・改廃・運用を行うとともに、コンプライアンスに関する基本方針及び年度計画の策定、さ
らにはコンプライアンスに関する社内外の啓発・使用人の研修、その他個人情報の管理等、公
正取引の推進等について検討し、決定する。

③ コンプライアンス委員会において、ヤオコーグループとして遵守すべき行動の規準・考え方を
「ヤオコーグループ行動基準」として制定し、教育・研修を行い、コンプライアンスの重要性に
ついて啓発するとともに、コンプライアンス関連の必要な情報・知識を提供し、コンプライア
ンスを尊重する意識・理解の徹底を図る。

④ 財務報告の適正性を確保するための社内体制の整備・運用状況を評価・改善する組織として、
社長が主宰する内部統制委員会を設置し、事務局として内部統制室を設置する。
また、「経理規程」その他の社内規程を整備し、会計基準その他関係諸法令を遵守し、財務報告
の適正性を確保する。

⑤ 使用人は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、直
ちに所属の上長等をとおしてコンプライアンス室にその旨報告する。

⑥ コンプライアンス違反または法令遵守上疑義ある行為等について、使用人がコンプライアンス
室長に直接情報提供を行う手段として、公益通報者保護法に基づく通報窓口をコンプライアン
ス室に設ける。

⑦ 重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実が報告された場合には、コンプラ
イアンス室は報告された事実について調査を指揮・監督し、社長と協議のうえ再発防止策など
必要な対策を実施する。重要な通報については、その内容を関連部署の責任者に開示し、会社
として必要な対処をする。同時に、その結果について、関係取締役等に報告し、周知徹底を図
る。
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⑧ 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては断固たる態度・
行動をとり、一切の関係を遮断し、それらの活動を助長する行為は行わない。
また、不当要求等に対しては、顧問弁護士、警察等の外部専門機関と密に連絡して対応する。

⑨ コンプライアンス委員会には子会社の取締役を参加させるとともに、子会社の職務執行につい
ては、各担当取締役が総合的に助言・指導を行う。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則第100条第１項第
１号）
① 取締役会議事録等重要な意思決定及び報告に関する書類については、文書の作成・保存・廃棄
に関するルールを定めた「文書管理規程」及び関連の管理ルール等に基づき適切に対応する。

② 個人情報の管理等については、法令に基づくほか「個人情報管理規程」「個人番号及び特定個人
情報管理規程」及び関連の社内ルール等に基づきその保護・利用・管理を適切に行う。また、
必要に応じてコンプライアンス委員会で検討し、対応する体制とする。

（3）当社及び子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条
第１項第２号及び同第５号ロ）
① 当社のリスク管理に関する事項を統括する組織として、社長が主宰するリスクマネジメント委
員会を設置し、事務局はコンプライアンス室が務める。リスクマネジメント委員会は、当社を
取り巻くリスクの特定、リスクの顕在化を防ぐための手続きや体制及びリスクが顕在化した場
合の対応方針や体制の整備に関する重要事項を決定する。

② 具体的な危機管理の対応については、危機管理計画書や地震、火災等緊急時を想定した対応マ
ニュアル等に基づき、適切な対応を図る。

③ 新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。
④ リスクマネジメント委員会には子会社の取締役を参加させるとともに、子会社の事業運営やリ
スク管理体制などについては、各担当取締役が総合的に助言・指導を行う。

― 3 ―

2022年05月21日 11時47分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（4）当社及び子会社における取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会
社法施行規則第100条第１項第３号及び同第５号ハ）
① 定例の取締役会を原則として毎月１回開催し、「取締役会規程」に定められている重要事項の決
定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行う。また、経営及び各業務運営管理に関する重
要執行方針を協議・決定する機関として、経営推進会議を設置し、原則として毎月１回開催す
る。経営推進会議は社長の諮問機関として、各取締役はじめ本社各主管部門の責任者で構成さ
れ、「経営推進会議規程」に基づき、中長期の経営計画、各年度の予算・決算、資金調達、組
織・制度及び店舗に関する事項等経営の重要事項について協議する。

② 業務の具体的な運営については、前号で決定した中期経営計画及び各年度予算等に基づき、会
社として達成すべき目標を明確化するとともに、各部門においては、それぞれ自部門の目標達
成に向け具体策を立案する。

③ 経営推進会議には子会社の取締役を参加させるとともに、子会社の職務執行については、各担
当取締役が総合的に助言・指導を行う。

（5）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制（会社法施行規則第100条第１項第５号及び同イ）
① 子会社管理の担当責任部署を置くとともに、「関係会社管理規程」を定め、同規程及び法令・会
計原則・税法等に基づき子会社の状況に応じ適切な管理・支援・指導を行う。

② 当社社長及び子会社管理担当取締役は子会社の業務執行状況について、定期的に子会社より報
告をさせる他、必要に応じ適宜説明を求めるとともに、グループ全体の経営効率向上ならびに
親会社と子会社及び子会社相互間に発生する経営上の重要事項を合理的に解決する。

③ 監査部は、子会社の業務監査を随時実施し、業務全般にわたり適切な運営が行われているか監
査し、その結果について、必要に応じ当社社長及び子会社管理担当取締役に報告する。

④ 監査役は、監査部と連携して、子会社の監査等当社グループ全体の監査を適切に行う。
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（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
（会社法施行規則第100条第３項第１号）
監査役は職務遂行にあたり必要な場合は、監査部の所属員を補助者として起用することができる。

（7）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び前号の使用人に対する指示の実効性に関す
る事項（会社法施行規則第100条第３項第２号及び同第３号）
① 監査役職務補助者が当該補助職務を実施するにあたっての、当該職務補助者に対する指揮命令
権限は、監査役に専属するものとする。

② 監査役職務補助者の当該業務に係る人事考課は監査役が行い、その他の人事に関する事項の決
定には監査役の同意を得る。

（8）取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、子会社の取締役、監査役及び使用人等又は
これらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制（会社法施行規則第100条第３項第４号、同イ及びロ）
① 社長及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議において随時その担当する業
務の執行状況の報告を行う。

② 取締役及び使用人は会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するおそれがあるとき、
違法または不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じ
たときは、監査役に報告する。

③ 監査役は、取締役会及び経営関連の諸会議に必要に応じ出席するとともに、稟議書をはじめ重
要な書類等を適宜閲覧するなど会社の情報を収集し、取締役の職務執行を十分監視する。

④ 子会社の取締役、監査役及び使用人は、子会社に重大な損失を与える事項が発生し、または発
生するおそれがあるとき、違法または不正な行為を発見したときは、コンプライアンス室に報
告し、コンプライアンス室長は直ちに監査役に報告する。
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（9）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保
するための体制及び監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項（会社法施行規則第100条第
３項第５号及び同第６号）
① 当社グループの取締役及び使用人がコンプライアンス室または監査役へ内部通報した場合、当
該通報者に対し、相談または通報したことを理由として解雇その他いかなる不利益な取扱いも
行わない。

② 監査役会は、監査の実施にあたり、独自の意見形成を行うために、必要に応じて会社の費用で
法律、会計の専門家を活用することができる。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第
３項第７号）
① 監査役の過半数は社外監査役とし、対外透明性を確保する。
② 監査役会は、社長及び他の業務執行責任者としての各取締役との意見交換やヒアリングにより、
迅速な情報収集・適切な意思疎通を行い、正確かつ効率的な監査業務の遂行を図る。

③ 監査部は、監査役と共同で監査を実施するなど密接な連携により、監査の適切な実施に協力す
る。

④ 監査役は、必要な場合には、弁護士・公認会計士・税理士等の専門家と意思疎通を図るなど、
円滑な監査活動を確保する。
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（会社の業務の適正を確保するための体制の運用に関する事項）

運用状況の概要は、次のとおりであります。

（1）コンプライアンスに関する取組み
当期は取締役会を14回開催し、重要事項につき審議、決定しました。
コンプライアンス委員会を２回開催し、グループ役職員に対し、個人情報安全管理、公正取引

の推進、環境問題への取組みについて報告し、2022年3月に情報管理の関係規程を変更しました。
また、当社は内部通報制度の運用を実施しており、当期、重大な法令違反等に関わる内部通報

案件はありませんでした。

（2）リスク管理に対する取組み
リスクマネジメント委員会を２回開催し、全社的なリスクを抽出した上で抽出したリスクの評

価を実施しました。
社内に社長を本部長とする新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、同本部の対策会議で

対応を協議、実施してまいりました。

（3）職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組み
経営推進会議を15回開催し、経営課題について協議・決定がなされ、迅速な意思決定と効率的

な業務執行に努めました。

（4）監査役の監査の実効性を確保するための取組み
監査役会は16回開催しました。
常勤監査役は、取締役会の他重要な会議への出席及び各部門長等への面談を通して得られた重

要な情報について、他の監査役と共有を図り、必要に応じ意見を求めました。
また、監査役会は、監査部、内部統制室及び会計監査人と随時情報・意見交換を行うなど、適

正な監査の実効性の確保に努めました。なお、監査役会と社外取締役との意見交換を2回開催し、
業務執行に係る課題等について認識を共有し、連携を深めるとともに、代表取締役との意見交換を
実施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 4,199 7,017 113,716 △4,767 120,166
当期変動額
剰余金の配当 △3,531 △3,531
親会社株主に帰属する
当期純利益 15,382 15,382

自己株式の取得 △174 △174
自己株式の処分 142 53 196
土地再評価差額金の取崩 △387 △387
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当期変動額合計 － 142 11,463 △120 11,486
当期末残高 4,199 7,160 125,180 △4,888 131,652

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 194 △3,370 △364 △3,540 116,625
当期変動額
剰余金の配当 △3,531
親会社株主に帰属する
当期純利益 15,382

自己株式の取得 △174
自己株式の処分 196
土地再評価差額金の取崩 △387
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △23 430 309 716 716

当期変動額合計 △23 430 309 716 12,202
当期末残高 171 △2,939 △55 △2,823 128,828
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〔連結注記表〕
１ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社 ２社 株式会社エイヴイ

株式会社フーコット
② 非連結子会社 ２社 株式会社ヤオコービジネスサービス

株式会社小川貿易
非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結計算書類上に重要な影響を及ぼしておりませんので、連結の範囲
から除いております。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社 １社 株式会社せんどう

当連結会計年度において、当社は、株式会社せんどう（以下「せんどう」といいます。）の
株式の一部を譲り受けました。これにより、せんどうは当社の持分法適用関連会社となってお
ります。
非連結子会社は、連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4） 会計方針に関する事項
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価
差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品（生鮮食品及び物流センター在庫）
主として、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による
簿価切下げの方法により算定）によっております。
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商品（生鮮食品及び物流センター在庫を除く）
主として、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下による簿価切下げの方法により算定）によっております。

③ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、事業用定期借地権が設定されてい
る借地上の建物（建物附属設備を除く）については、当該借地契約
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。また、主な耐用年数は、建物及び構築物が３年～50年、車両運
搬具及び工具、器具及び備品が５年～10年であります。

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）につ
いては、社内における利用可能期間（５年～10年）に基づく定額法
によっております。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取
引開始日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、貸倒引当金は計上しておりません。

賞与引当金 従業員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に負担すべき実際
支給見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。

執行役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。
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株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるた
め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上
しております。

役員株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社
株式の交付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務
の見込額に基づき計上しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
(イ)商品の販売に係る収益認識

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益は、主にスーパーマーケット事業におけ
る商品の販売によるものであり、これら商品の販売は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を
認識しております。
なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについて

は、顧客から受取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識して
おります。
(ロ)自社ポイント制度に係る収益認識

当社は、ヤオコーカード会員に付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見込
み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントが使用
された時点で収益を認識しております。
(ハ)商品券に係る収益認識

当社は、発行した商品券を履行義務として識別し、商品券が使用された時点で収益を認識し
ております。商品券の未使用分については、顧客が権利を行使する可能性が極めて低くなった
時に収益を認識しております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
(イ)退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、主に給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定
額法により費用処理しております。
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数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。
小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
退職年金制度の確定拠出年金制度への移行について
当社は、2022年３月１日付で、確定給付企業年金制度について一部を除き確定拠出年金制
度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号
2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第２号 2007年２月７日改正）を適用しております。
この移行に伴い、当連結会計年度において、特別損失に35百万円を計上しております。
なお、当該移行により確定給付企業年金制度の対象となる従業員数が大幅に減少し、合理的
な数理計算上の見積りを行うことが困難となったため、当連結会計年度から確定給付企業年
金制度の退職給付債務計算を原則法から簡便法に変更しております。
この変更に伴い、当連結会計年度において、特別損失に76百万円を計上しております。

(ロ)のれんの償却方法及び償却期間
５年間の定額法により償却しております。
(ハ)繰延資産の償却方法及び償却期間
社債発行費は、償還期間（５年間）にわたり定額法により償却しております。
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（5）会計上の見積り
固定資産の減損
①当連結会計年度計上額
有形固定資産等 205,146百万円
②会計上の見積りの内容に関する情報
店舗をはじめとする固定資産について、固定資産の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合
に減損処理を行っております。「３ 連結損益計算書に関する注記 減損損失」に記載のとお
り、回収可能価額の評価にあたっては、将来キャッシュ・フローについて一定の仮定を設定し
ております。各店舗の収益成長率、販売促進施策及び原価削減施策の効果等に基づき慎重に検
討を行っておりますが、店舗を取り巻く競争環境、個人消費の動向、都市開発計画等の予期せ
ぬ変化が生じた場合には、新たに減損損失が発生する場合があります。

（6）会計方針の変更
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する
こととしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
また、「５ 金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関す
る事項等の注記を行うこととしました。

（7）追加情報
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
当社グループでは、固定資産の減損会計等の会計上の見積りについて、連結計算書類作成時に

おいて把握している情報に基づき算定しております。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影
響などにより、国内外のマクロ経済の先行きが極めて不透明な状況において、消費者の「節約志
向」が強まり、「消費の二極化」とも言われる状況が加速することを想定しておりますが、当該
感染症の拡大または収束により、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。
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２ 連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 80,016百万円
(2) 担保資産の内容及びその金額

建物 1,099百万円
土地 6,658百万円
投資有価証券 100百万円
差入保証金 250百万円
合計 8,109百万円
担保に係る債務の金額
流動負債その他（商品券） 560百万円
長期借入金（１年内返済予定額を含む） 1,569百万円
合計 2,129百万円

(3) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評
価を行っております。評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰
延税金資産」として資産の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資
産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める路線価及び同条第３号に定める固定資産税評価額に奥行価格補正及び時点修正等を行っ
て算出しております。
再評価を行った年月日
2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
1,876百万円
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３ 連結損益計算書に関する注記
減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。

用途 場所 種類及び減損金額 (百万円)

店舗等 埼玉県、群馬県、千葉県

建物及び構築物
工具、器具及び備品
土地
その他

396
184
104
8

合計 693

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグル
ーピングを行っております。遊休資産については、物件毎に資産のグルーピングを行っておりま
す。営業活動から生じる損益が継続してマイナス、またはマイナスの見込みである店舗資産、賃
貸資産及び市場価額が帳簿価額より著しく下落している遊休資産等については、各資産グループ
の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失693百万円として特別損失に計上
しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額の評価にあたっては、正味売却価額と使用価値を比較

し、いずれか高い方の金額を回収可能価額としております。正味売却価額は土地については路線
価、建物については固定資産税評価額を、使用価値には将来キャッシュ・フローを加重平均資本
コスト2.6％で割り引いた額を適用しております。
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４ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株 ) 40,013,722 － － 40,013,722

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株 ) 1,179,180 26,092 30,297 1,174,975

（注）１ 当連結会計年度期首の自己株式数には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」
制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式734,000株が含
まれております。

２ 当連結会計年度末の自己株式数には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制
度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式755,703株が含ま
れております。

（変動事由の概要)
増加数の内訳は、次のとおりであります。
株式会社日本カストディ銀行による取得 26,000株
単元未満株式の買取 92株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
株式会社日本カストディ銀行への売却 26,000株
株式会社日本カストディ銀行による売却 600株
株式会社日本カストディ銀行による交付 3,697株
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(3) 配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
（百万円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月22日
定 時 株 主 総 会 普通株式 2,097 53.00 2021年3月31日 2021年6月23日

2021年11月11日
取 締 役 会 普通株式 1,434 36.25 2021年9月30日 2021年12月6日

（注）１ 2021年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役
員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当
社株式に対する配当金38百万円が含まれております。

２ 2021年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役員向
け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株
式に対する配当金26百万円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の
種 類 配当の原資

配当金の
総 額
(百万円)

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月21日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,732 43.75 2022年3月31日 2022年6月22日

（注）2022年６月21日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役員向
け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式に
対する配当金33百万円が含まれております。
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５ 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資の運用については短期で安全性の高い預金等に限定しており
ます。また、短期的な運転資金は銀行借入により調達し、店舗等の設備投資に必要な資金は銀
行借入、社債発行又はリース取引により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
売掛金は、回収までの期間は短期であります。差入保証金は、店舗不動産の賃借に伴い差し

入れたものであります。
売掛金及び差入保証金の信用リスクについては、取引先の状況をモニタリングし、財務状態

の悪化等による回収懸念を早期に把握する体制をとっております。
投資有価証券のうち、株式は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、債券は主に商品

券発行に係る担保に供しているものであります。投資有価証券については、定期的に時価や発
行体の財務状態を把握しております。
買掛金は、ほとんど２ヶ月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は短期的な運転資金の調達であり、長期借入金、社債及びファイ

ナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。短期借入金
は、金利の変動リスクに晒されていますが、必要に応じて固定金利の長期借入金を調達するこ
とにより、対応することとしております。
また、買掛金、借入金、社債、リース債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社グル

ープでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりま
せん（(注)をご参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、及び買掛金
については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており
ます。

（単位：百万円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （＊） 時価（＊） 差額

① 投資有価証券
その他有価証券 429 429 －

② 差入保証金 21,245 20,859 △385

③ 社債 (15,032) (17,203) (2,170)

④ 長期借入金 (77,437) (77,097) (△340)

(＊) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注) 市場価格のない株式等

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 0

これらについては、「その他有価証券」に含めておりません。
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式
国債

328
100

－
－

－
－

328
100

資産計 429 － － 429

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 20,859 － 20,859
資産計 － 20,859 － 20,859

社債 － 17,203 － 17,203
長期借入金 － 77,097 － 77,097

負債計 － 94,300 － 94,300
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式、国債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引
されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金
差入保証金の時価は、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等を基に割引現在価値法に
より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債
当社が発行する社債の時価は、取引先金融機関が提示する価格により算定しており、レベル２
の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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６ 収益認識に関する注記
(1) 収益の分解情報

当社グループは、スーパーマーケット事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約
から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当 連 結 会 計 年 度

商品の販売（売上高） 514,029
その他（営業収入） 15,564
合計 529,594

（注）連結計算書類上の営業収入に含まれる顧客との契約から生じる収益以外の収益は、当連結
会計年度において6,431百万円であります。

(2) 収益を理解する基礎となる情報
商品の販売（売上高）は、主にスーパーマーケット各店における食品や日用品等の商品売上か
らなります。これらの収益は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当
該時点で収益を認識しております。代金は、商品引渡し時点を中心に、概ね１カ月以内に受領し
ております。
その他（営業収入）は、主に仕入先に代わり商品供給を行うことによる配送代行収入等からな
ります。これらの収益は、利用に応じて履行義務が充足されると判断し、サービスを提供した時
点で収益を認識しております。代金は、取引先との契約に基づき、概ね１カ月以内に回収してお
ります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高
顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
契約負債 当 連 結 会 計 年 度
期首残高 2,213
期末残高 2,576

連結計算書類上、契約負債は「その他の流動負債」に計上しております。契約負債は、当社が
付与したポイント及び発行した商品券のうち、期末時点において履行義務を充足していない残高
であります。
当期において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、1,896百万円
であります。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
2022年３月31日現在、商品券に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は560百万円で

あります。当社は、当該残存履行義務について、商品券が使用されるにつれて今後１年から10年
の間で収益を認識することを見込んでいます。
なお、当初の予想期間が１年以内の契約であるものについては、実務上の便法を適用し、記載

を省略しております。

７ １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 3,317円02銭
(2) １株当たり当期純利益 396円08銭

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数で算定し
ており、１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数で算定
しております。
なお、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カ
ストディ銀行が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式に含めており、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数
から控除する自己株式に含めております。

８ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本連結計算書類に記載の金額は表示単位未満の端数を切り捨て、比率は表示桁数未満を四捨五

入して表示しております。
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 4,199 3,606 3,410 7,017 432 96,080 13,729 110,241
当期変動額
剰余金の配当 △3,531 △3,531
当期純利益 13,937 13,937
別途積立金の積立 9,600 △9,600 －
自己株式の取得
自己株式の処分 142 142
土地再評価差額金の取崩 △387 △387
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 142 142 － 9,600 418 10,018
当期末残高 4,199 3,606 3,553 7,160 432 105,680 14,148 120,260

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △4,767 116,690 194 △3,370 △3,175 113,515
当期変動額
剰余金の配当 △3,531 △3,531
当期純利益 13,937 13,937
別途積立金の積立 － －
自己株式の取得 △174 △174 △174
自己株式の処分 53 196 196
土地再評価差額金の取崩 △387 △387
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △26 430 404 404

当期変動額合計 △120 10,041 △26 430 404 10,446
当期末残高 △4,888 126,732 168 △2,939 △2,770 123,961
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〔個別注記表〕
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品（生鮮食品及び物流センター在庫）
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）によっております。

商品（生鮮食品及び物流センター在庫を除く）
売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）によっております。

（3）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、事業用定期借地権が設定されてい
る借地上の建物（建物附属設備を除く）については、当該借地契約
期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。また、主な耐用年数は、建物及び構築物が３年～50年、車両運
搬具及び工具、器具及び備品が５年～10年であります。

無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）につ
いては、社内における利用可能期間（５年～10年）に基づく定額法
によっております。
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リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取
引開始日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（4）引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
なお、貸倒引当金は計上しておりません。

賞与引当金 従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担すべき実際支給
見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末
までの期間に帰属させる方法については、主に給付算定式基準
によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しておりま
す。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること
としております。
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③ 退職年金制度の確定拠出年金制度への移行について
当社は、2022年３月１日付で、確定給付企業年金制度につい
て一部を除き確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の
移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号
2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計
処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 2007年
２月７日改正）を適用しております。
この移行に伴い、当事業年度において、特別損失に35百万円を
計上しております。
なお、当該移行により確定給付企業年金制度の対象となる従業
員数が大幅に減少し、合理的な数理計算上の見積りを行うこと
が困難となったため、当事業年度から確定給付企業年金制度の
退職給付債務計算を原則法から簡便法に変更しております。
この変更に伴い、当事業年度において、特別損失に76百万円を
計上しております。

株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員に対する当社株式の給付に備えるた
め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上して
おります。

役員株式給付引当金 株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社
株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見
込額に基づき計上しております。

（5）収益及び費用の計上基準
① 商品の販売に係る収益認識
当社の顧客との契約から生じる収益は、主にスーパーマーケット事業における商品の販売

によるものであり、これら商品の販売は、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識してお
ります。
なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から

受取る対価の総額から仕入先に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。
② 自社ポイント制度に係る収益認識
当社は、ヤオコーカード会員に付与したポイントを履行義務として識別し、将来の失効見

込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行い、ポイントが
使用された時点で収益を認識しております。
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③ 商品券に係る収益認識
当社は、発行した商品券を履行義務として識別し、商品券が使用された時点で収益を認識

しております。商品券の未使用分については、顧客が権利を行使する可能性が極めて低くな
った時に収益を認識しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
② 繰延資産の償却方法及び償却期間
社債発行費は、償還期間（５年間）にわたり定額法により償却しております。

（7）会計上の見積り

固定資産の減損
①当事業年度計上額
有形固定資産等 163,296百万円
②会計上の見積りの内容に関する情報
「〔連結注記表〕 １ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（5）会計上の見積り」に記載した内容と同一であります。

（8）会計方針の変更
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商
品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な
取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用すること
としております。なお、計算書類に与える影響はありません。
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（9)追加情報

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
当社では、固定資産の減損会計等の会計上の見積りについて、計算書類作成時において把握し
ている情報に基づき算定しております。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響などによ
り、国内外のマクロ経済の先行きが極めて不透明な状況において、消費者の「節約志向」が強ま
り、「消費の二極化」とも言われる状況が加速することを想定しておりますが、当該感染症の拡
大または収束により、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。
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２ 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 73,014百万円
（2）関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 949百万円
長期金銭債権 20,948百万円

（3）関係会社に対する金銭債務
短期金銭債務 384百万円

（4）担保提供資産
担保資産の内容及びその金額
投資有価証券 100百万円
差入保証金 250百万円
担保に係る債務の金額
流動負債その他（商品券） 560百万円

（5） 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再
評価を行っております。評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金資産」として資産の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純
資産の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める路線価及び同条第３号に定める固定資産税評価額に奥行価格補正及び時点修正等を行っ
て算出しております。
再評価を行った年月日
2002年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額
1,876百万円
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３ 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高の総額

関係会社との営業取引による取引高の総額 3,613百万円
関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 3,888百万円

（2）減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
用途 場所 種類及び減損金額 （百万円）

店舗等 埼玉県、群馬県、千葉県

建物 385
構築物 10
工具、器具及び備品 184
土地 104
その他 8
合計 693

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピング
を行っております。遊休資産については、物件毎に資産のグルーピングを行っております。営業
活動から生じる損益が継続してマイナス、またはマイナスの見込みである店舗資産、賃貸資産及
び市場価額が帳簿価額より著しく下落している遊休資産等については、各資産グループの帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失693百万円として特別損失に計上しており
ます。
なお、当該資産グループの回収可能価額の評価にあたっては、正味売却価額と使用価値を比較

し、いずれか高い方の金額を回収可能価額としております。正味売却価額は土地については路線
価、建物については固定資産税評価額を、使用価値には将来キャッシュ・フローを加重平均資本
コスト2.6％で割り引いた額を適用しております。
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４ 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,179,180 26,092 30,297 1,174,975

（注）１ 当事業年度期首の自己株式数には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度
の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式734,000株が含まれ
ております。

２ 当事業年度末の自己株式数には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の
信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式755,703株が含まれて
おります。

（変動事由の概要)
増加数の内訳は、次のとおりであります。
株式会社日本カストディ銀行による取得 26,000株
単元未満株式の買取 92株

減少数の内訳は、次のとおりであります。
株式会社日本カストディ銀行への売却 26,000株
株式会社日本カストディ銀行による売却 600株
株式会社日本カストディ銀行による交付 3,697株
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５ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却超過額及び減損損失 2,621百万円
資産除去債務 1,611百万円
退職給付引当金 1,181百万円
賞与引当金 825百万円
株式給付引当金 768百万円
契約負債 614百万円
長期未払金 442百万円
未払事業税等 286百万円
一括償却資産 142百万円
未払社会保険料 131百万円
その他 699百万円
繰延税金資産小計 9,325百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △711百万円
評価性引当額小計 △711百万円
繰延税金資産合計 8,613百万円
繰延税金負債
資産除去債務に係る除去費用 △853百万円
前払年金費用 △100百万円
その他 △136百万円
繰延税金負債合計 △1,089百万円
繰延税金資産の純額 7,523百万円
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６ リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ

ース契約により使用しております。
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当

額
（単位：百万円）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

建 物 331 309 － 21

（2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定期末残高
未経過リース料期末残高相当額
１年以内 27 百万円
１年超 － 百万円
合計 27 百万円
リース資産減損勘定期末残高 － 百万円

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額
支払リース料 29 百万円
リース資産減損勘定の取崩額 － 百万円
減価償却費相当額 21 百万円
支払利息相当額 1 百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（5）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。

― 34 ―

2022年05月21日 11時47分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



７ 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社 （単位：百万円）

属
性
会 社 等 の
名 称

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子
会
社
株式会社
エイヴイ

所 有
直 接
100％

役員の兼任
資 金 貸 付
不動産の賃借

資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取
（注)１

24 長期貸付金 14,361

土 地 の 賃 借
（注)２ 24 差入保証金 12

子
会
社
株式会社
フーコット

所 有
直 接
100％

役員の兼任
資 金 貸 付
不動産の賃借
不動産等の売却

資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取
（注)１

18 長期貸付金 6,573

建 物 の 賃 借
（注)２ 8 差入保証金 1

土地及び建物等の売却
（注)２ 3,545 － －

子
会
社

株式会社
ヤオコー
ビジネス
サービス

所 有
直 接
100％

役員の兼任
業 務 委 託

各 種 店 舗 関
連 業 務 委 託
(注)２

860 未 払 費 用 65

子
会
社
株式会社
小川貿易

所 有
直 接
100％

役員の兼任
資 金 貸 付
商 品 仕 入

資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取
（注)１

0 短期貸付金 910

商 品 の 仕 入
(注)２ 2,545 買 掛 金 318

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１ 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２ 土地及び建物の賃借、土地及び建物等の売却、業務委託及び商品の仕入については、当社
と関連を有しない他の事業者との間の取引条件と同様に決定しております。
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８ 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「〔連結注記表〕 ６ 収益認
識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

９ １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,191円70銭
（2）１株当たり当期純利益 358円88銭

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数で算定し
ており、１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数で算定
しております。
なお、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カ
ストディ銀行が保有する当社株式は、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算
において控除する自己株式に含めており、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数
から控除する自己株式に含めております。

10 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本計算書類に記載の金額は表示単位未満の端数を切り捨て、比率は表示桁数未満を四捨五入し

て表示しております。
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